






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































を挙げるなら，凶悪犯1件 (県全体で3件 )，粗暴犯2件 (県8件 )，窃盗犯1件 (県































































































































































































































































































































































































































































































(1)  参照，兼子 仁『新 地方自治法』（岩波新書・1999年）とくにⅰ頁。







































(16)  本間 浩「沖縄米軍基地と日米安保条約・在日米軍地位協定」浦田賢治(編著)
『沖縄米軍基地の現在』(一粒社・2000年)27頁。
後記　　本稿の基をなす検討は，2016年11月5日に琉球大学において開催された，
「地方自治と地方行政の公法上の課題」をテーマとする第12回日中公法学
シンポジウムを念頭に，同年の夏頃から準備したものである。著者は，こ
のシンポジウムでは司会を担当したので，報告の機会は持たなかったので
あるが，その準備は，日本の地方自治にかんする問題を，とくに沖縄を意
識しつつ，外国の学者に伝えることに配意したものとなった。本稿の主題
である米軍規制条例の議論に先立って，わが国の地方自治法制史に相当な
頁を割いているのは，そのためである。
(2016年11月27日　脱稿)
